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商学研究所所長・商学部教授 
上 田 和 勇 
 
はじめに 
 
 本稿は2005年10月22日に開催された国際シンポジウムの報告内容をまとめたものである。 
同シンポジウムは、統一テーマ「地域経済における研究所･企業の役割」に基づき、専修大学
商学研究所との協定校である韓国慶南大学校地域問題研究院および専修大学大学院商学研究
科との共催で行なわれた。本稿の目的は、地域経済における大学研究所および企業の役割を、
リスク、リスクマネジメント、防災などの視点から考察することである。 
地域経済における大学研究所および企業の役割を検討するということは、「社会と大学、研
究所の関係」そして「社会と企業との関係」を検討することであり、その中心は「社会が大
学や研究所そして企業に期待している何か（社会的価値）を継続的に創造していくこと」と
なろう。そのためには、社会が大学や研究所そして企業に期待していることは何かの発見、
それをどういう形で価値創造していくか、の２点が少なくとも検討されなければならない。 
 統一テーマに対するこうした問題意識の下で、①社会、地域と研究所、企業の関係、②統
一テーマに関連する研究所の最近の諸活動、③研究所の使命と企業の使命、④地域が期待し
ている施策、⑤研究所、企業、地域連携によるリスク対応、⑥自然災害リスクが企業に与え
る影響と事業継続計画などについて検討する。 
 
１．地域と研究所、企業の関係 
 
 研究所、企業はそれぞれ異なる組織目標を持ち、その達成に向け日々活動している。目標
や生産するサービスが異なる組織も、社会や地域の中でその活動が展開されている点を認識
すべきである。また、何よりも社会や地域が研究所や企業に期待していることの実現を組織
の目標に掲げ、社会や地域にとり価値のある何かを継続的に創造していくことを事業理念と
して掲げるべきである。こうした理念や事業目標が組織内に浸透していく過程において最適
な組織文化が醸成され、社会から期待される組織としての強さが出てくる。 
 こうした考えを示したものが図表１である。 
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図表１ 社会、地域と研究所、企業の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．統一テーマに関する商学研究所の最近の活動 
 
専修大学商学研究所は 1965 年に創立され、2006 年には創立 40周年を迎える。近年の研究
所の活動理念はグローバル及びローカルな視点からの研究成果の社会への発信およびその共
有である。今回の国際シンポジウムもこうした視点の延長線上にある。地域との共生という
視点からの商学研究所の最近の活動を主に公開シンポジウムという形で実行したものを中心
に示すと次のようになる。 
（１）2002 年「NPO で活躍する女性たち－地域を支える非営利活動－」 
（２）2003 年「女性が輝くコミュニティ－地域生活とビジネスからの新しい動き－」 
（３）2004 年「大学と地域の共生－まちづくりを中心に－」 
（４）2005 年「今、なぜ環境コミュニケーション活動が必要なのか－自治体、企業、大
学、市民の新たなパートナーシップの構築を探る」 
（５）2005 年「学校と市民がつくる地域の未来－高校・大学生によるまちづくり体験－」 
こうしたここ数年の商学研究所の地域との共生という視点での活動は、主に地域で活躍す
る NPO 法人や女性の活動、まちづくり視点からの大学と地域の共生、環境コミュニケーショ
ンにおける大学と地域との関係などに集約できる。 
 
３．研究所の使命と企業の使命 
 
上記１にあるように大学や研究所の基本的使命を示すと次のようになる。 
（１）研究所、大学の使命：単に過去の知識の伝達のみではなく、社会が期待する知識
や知性の創造 
（２）企業の使命：社会が期待する商品･サービスの継続的提供および社会が期待するそ
の他（本業以外）の企業行動による価値の創造 
両組織の使命がいずれも社会の期待を基本としている点に注目しなければならない。では
本稿のテーマ（地域経済における研究所･企業の役割）との視点からみて、社会が地域に期待
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している事柄は何であろうか。次にこの点を検討してみよう。 
 
 
４．地域が期待している施策 
 
（１）地域の人々の期待に関する調査視点から  
図表２は、内閣府が平成 17 年に全国 20 歳以上の人 3,000 人を対象に「地域が期待してい
る政策」をまとめたものである（有効回収率 70.3％）。 
 
図表２ 地域が期待している政策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内閣府「地域再生に関する特別世論調査」平成 17 年、全国 20 歳以上 3000 人対象。 
 
 図表２から、地域の人々は第一に「防犯、防災対策の充実」を期待していることがわかる。
回答者の約 50％近い人々が、「防犯、防災」の充実を期待している。 
 
（２）地政学的なリスク指数の視点から 
 ミュンヘン再保険会社は下記の三つの指標から世界主要都市の災害リスク指数を算出し、
2004 年に公表している。 
① 災害危険度（Hazard）＝地震、台風、水害、火山災害、山林火災その他の発生危険性 
② リスクへの脆弱性（Vulnerability）＝住宅の構造特性、住宅密度、都市の安全対策水
準の３指標から構成し測定 
③ リスクにさらされる経済的価値(Exposed Values)＝経済上の影響規模に関連する指標、
各都市の家計、経済水準等に基づく 
この指標に基づき世界主要都市の災害リスク指数を算出したものが、下記の図表３である。 
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図表３ 世界主要都市の災害リスク指数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）ミュンヘン再保険会社アニュアルレポートより作成。 
 
図表３の災害リスク指数の国際都市比較からいえることは、日本の主要な５大都市である
東京、横浜、大阪、神戸、京都がいずれも世界４位以内に入る災害リスク度の高い 
危険な都市であることがわかる。特に東京と横浜にいたっては災害リスクレベル 710 であり、
第２位のサンフランシスコ 167、第３位のロサンゼルス 100 と比べ、断トツに高く、我々は
きわめて災害リスク指数の高い地域で活動していることがわかる。専修大学は東京の神田
キャンパスと横浜に比較的近い生田キャンパス双方に学生、教職員、施設等があり、世界一
災害リスク度の高い地域に位置している大学といえる。 
 上記（１）の人々の期待レベルおよび（２）の地政学レベルからの検討から導かれる結論
は、「自然災害その他の危機、リスクが、大学、企業を含む社会に与える影響を最小化するた
めに、我々（研究所、大学）は何をするべきか」という問題になる。 
 
５．研究所、企業、地域連携によるリスク対応 
 
 これまでの検討で、我々は自然災害リスク指数の世界一高い地域に位置していることがわ
かった。こうした状況は地域住民、企業、大学を含む全ての組織体に自然災害リスクがもた
らすマイナス影響すなわち多くの種類の損失を生じさせる可能性が極めて大であることを意
味する。言い換えれば普段のこうした企業、組織体による価値創造の中断が多大の損失に結
びつくことを意味する。 
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 こうした状況下、リスクに直面する地域、企業、大学、研究所は基本的に互いに連携して
リスク対応にあたらなければならない。特に自然災害発生時には、地域との連携が重要であ
る。というのは、災害発生後の救出という点から見た場合、家族や地域の人に救出されるケー
スがほとんどであるからである。たとえば、1995 年の阪神淡路大震災では、死者６千人以上
を出し、要救出者は 35,000 人であったが、そのうち約８割が家族および近隣者により救出さ
れた事実がある。 
ここでは大学や研究所がどういう知識や価値創造でリスク対応すべきかという点について
検討したい（図表４参照）。 
 リスク対応力向上に資する我々研究所、大学の役割の一つは、「地域住民、自治体との協力
を得ながら、我々組織の知的資源の活用により、社会を構成する個人一人一人のリスクセン
スを向上させていくこと」と考えている。防災は最終的には、個人個人が自分のものとして
捉え、どのように対応すべきかを自ら考える機会作りが重要であり、自分自身が問題解決能
力を持とうとすることが大切である。このとき体系的、実践的なリスク教育、RM 教育、危機
管理教育がその具体的な学習対象であり、この学習を通じ地域のリスクマネジメント力、防
災力が向上することになる。（図表５参照）。 
リスクはいわば生き物であり、その影響力は時とともに変化する。いいかえれば、自然災
害リスクは進化するといってもいいが、我々の社会、教育は進化したのであろうか。こうし
た問題意識から、以下、我が国の大学におけるリスク教育、防災教育の例を検討してみよう。 
 
図表４ 大学研究所、地域、企業の連携によるリスク対応 
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図表５ 研究所はどういう知識ができるのか 
 
・研究所、大学の知的資源の活用、自治体との協力→社会を構成
する個人一人一人のリスクセンス、リスク対応力向上→地域の
防災力の向上推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）防災教育研究プロジェクト：和歌山大学の事例 
 和歌山大学では 2005 年４月から、大学の知的資源を最大限に活用して自治体・企業・NPO
等と連携しながら地域防災力の向上を推進していくことを目的とした「防災研究教育プロ
ジェクト」を発足させている。和歌山県内在住の人を対象に無料で毎日曜日３科目の講座を
受講し、計７日間（合計 21 講座）のコースである。和歌山県内には防災関係のシンクタンク
がないことや関係自治体が防災対策で苦労していることなどが、プロジェクト発足の背景で
ある。次のような研究・活動をメインとしている（以下、和歌山大学ホームページ参照）。 
①災害前 a．防災に強い教員の養成･教員研修 
     b．防災教育のカリキュラム開発 
     c．災害に強い街づくり 
     d．住民への講演会など情報発信 
     e．災害関連情報・資料のネットワーク化 
②災害時 a．学校が防災拠点になるための研究 
     b．大地震時における和歌山県下災害の予測 
     c．災害緊急時避難･救援体制に関する研究 
     d．災害時の生活用水確保に関する研究 
③災害後 a．復興のための政策･法制度の整備 
     b．心のケア･人的ネットワーク 
 
（２）和歌山大学の防災教育の講座内容 
 同プログラムの防災教育のカリキュラム内容を管見してみると、下記のような講座があり、
地域の人々の期待を満たす内容のものと思われる。 
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図表６ 和歌山大学防災教育プログラムの講座内容 
講座タイトル 講 座 概 要 
東南海・南海地震～ 
過去の地震から教訓を 
東南海・南海地震が今後３０年間にかなり高い確率で発生すると言われています。こ
の地震の特徴と地震災害について説明します。また地震の基本も学習します。 
地域防災と初動対応 「災害の発災後、どういう行動をとるか。被災時に何が必要か。」などについて、受
講者の方といっしょに考えていきます。 
火災と防火対策 火災の発生状況と防火対策についての現状と課題を説明します。 
応急手当等 応急手当、三角巾を用いた包帯法、簡単な器具での搬送法等を実技指導します。 
災害医療 突然かつ同時に多数の傷病者が発生したとき、いかに効率的かつ適切な医療を提供し
ていくのか。災害発生時の緊急医療対応について、お話します。 
耐震診断と補強 地震一般の知識及び住宅の簡易耐震診断及び補強方法の勉強を行い、実際に耐震診断
を受講者と一緒に行う。 
わがまちの防災交通 
・物流計画 
大規模災害時には、交通網が寸断され、緊急車両の通行や救援物資の輸送、避難に重
大な支障をきたします。また、地域に滞留したり、通過する帰宅困難者への対応も求
められます。 
この講義では、自主防災組織レベルの防災交通・物流計画について考えます。 
災害とコミュニティ 災害時には自らの安全を自ら守るために何が必要なのでしょうか。さらに、隣近所で
の助け合い、地域コミュニティやボランティアによる共助がはたす役割について考え
ます。 
自主防災組織の活動 紀伊半島の東岸の三重県における自主防災組織の活動例を紹介し， みなさんが取り
組める活動について考えます。 
避難所運営 災害時の避難場所は阪神・淡路大震災の教訓をふまえて変化してきた。安全で安心な
避難所を運営するための課題について、防災ゲームをまじえてお話します 
和歌山県の災害対策  和歌山県が取り組む災害対策をソフト・ハード両面から説明します。 
被災者支援 大規模災害が発生した場合に適用される「災害救助法」の概要や、高齢者・障害者な
ど災害時要援護者対策について説明します。 
活断層による地震のしく
みと被害 
活断層による地震の特徴と県内の活断層について、現在までの研究成果について説明
します。活断層が動くことによる地震災害についても考えます。 
東南海・南海地震に伴う
津波のメカニズムと対策
なぜ東南海・南海地震に伴う津波が和歌山県沿岸部で大きくなるのかを理解し、被害
の程度、その対策、特に避難行動について考えます。 
和歌山県の気象特性と防
災情報 
和歌山県南部は、日本有数の多雨地帯であり、過去には、しばしば洪水による大災害
が発生しています。災害をもたらす台風や前線などの基礎知識、地勢による気象特性、
気象台が発表する防災情報などをお話します。 
土砂災害のしくみ 
被害とその対策 
土砂災害のしくみを理解し、過去の大災害から現在の災害までその実態を知り、対策
を考えます。 
災害情報 災害報道も含めて、災害時に被害を逃れたりするために役立つ情報を災害情報といい
ます。安否情報、ライフラインの復旧状況など多様です。私たちに必要な情報を考え
ます 
災害心理 災害についてのリスクコミュニケーション、災害後のＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス
障害）へのケアを中心に、災害における心理面からみた対応・支援のあり方を考えま
す。 
災害図上訓練（DIG） 
（4 時間半） 
10 人前後のグループごとに、参加者が大きな地図を囲み、話し合いながら、交通網、
防災関連施設、想定被災状況を地図に書き込んでいくことで、１人１人が災害への対
応を考える参加型の防災トレーニング・プログラムです。 
（出典）和歌山大学ホームページを参照に作成 
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 いずれの講座も防災を中心とする講座であるが、参加者にリスク意識の向上をもたらす内
容といえる。 
 
（３）防災･社会貢献教育プログラム：神戸学院大学の事例 
 神戸学院大学のプログラムは防災教育のみならず、社会貢献プログラムを付加することに
より、地域、社会への貢献色をより強く出している。和歌山大学、神戸学院大学いずれも関
西の大学であるが、神戸学院大学は 1995 年の阪神淡路大震災による被害経験を有している大
学である。このプログラムは 2005 年度の文部科学省による現代的教育ニーズ取組支援プログ
ラムに採択されたものであり、大学と地域との相互教育による、「防災」を軸とした危機管理
意識や能力を高め合うための防災・社会貢献教育プログラムである。 
 このプログラムの特徴について、同大学のホームページでは「学生を主体とした実学教育
が特徴であり、教育と地域貢献が一体となっている。我々は、震源地に最も近い大学として、
地域社会の安全で安心な街づくりに貢献できる人材を養成しうると考えています」とある。 
 既に検討したように、専修大学は世界一リスク災害指数の高い地域に２つのキャンパスが
あり、本学における同種の教育プログラム開発の必要性はきわめて高い。神戸学院大学のプ
ログラムの特徴およびカリキュラム例を次に検討してみよう。 
 
神戸学院大学の防災･社会貢献教育プログラムの特徴 
 以下、同大学のホームページを参考に、このプログラムの特徴を紹介したい。カリキュラ
ムでは「防災実習」、「社会貢献実習」などに見られるように、主にフィールドワークに重点
を置いたカリキュラムとなっている。学生は、理論と経験の学習だけではなく、社会に貢献
できる機会を得ることができる。たとえば、「防災実習」では、地域の各町内会のハザードマッ
プを学生が中心となり作成し、小学校の授業において防災教育を行う。また、「社会貢献実習」
では、地域のリハビリセンターにおける障害者のレクリエーションのサポートや、小学校に
おける国際理解教育の実施などが行なわれる。国内外で実施されるインターンシップでは、
学生のボランティアなどの活動を、その計画書と報告書をもとに評価し、単位として認定し
ている。たとえば、国内では地域の行政機関や、NPO、NGO での研修、海外では発展途上国に
おける教育支援活動や防災意識啓発活動などが対象となる。このほか特徴的な科目としては、
「自己防衛実習」（兵庫県警）、「人命救助実習」（神戸市消防局）、「防災実習 III」（CODE）、「防
災論 I」（「人と防災未来センター」）、「防災論 II」（アジア防災センター）、「社会貢献論 I」（JICA
兵庫）、「企業危機管理研究」（野村総合研究所）などがあげられる（以上、神戸学院大学ホー
ムページを参考にしている）。図表７は神戸学院大学のカリキュラムである。 
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図表７ 神戸学院大学の防災･社会貢献教育カリキュラム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 防災教育他を行っている日本のその他の大学に、①京都大学防災研究所（21 世紀 COE 教育
の一環としての防災講座）、②富士常葉（とこは）大学（日本初の環境防災学部 2000 年１学
年 150 人）がある。また③米国には FEMA（Federal Emergency Management Agency、連邦緊
急事態管理庁）が 1981 年から創設され、防災、危機管理教育が行なわれている。 
 リスクマネジメント視点から防災問題を考える際の基本的なプロセスを示せば次のように
なる。大学、研究所は今後、こうした基本的プロセスに沿った自然災害リスクマネジメント・
プログラムをつくることが求められている。 
①防災に対する社会（大学、企業）の目標提示 
②目標の利害関係者間の共有 
③自然災害リスクの正しい認識・評価 
④リスク対応（コントロールとファイナンス） 
リスクの発生による損失を小さくするための諸策の検討 
保険内容の確認、その他の積み立て策の検討 
⑤組織内外のリスク・コミュニケーション 
組織内部のリスク情報の共有、組織外の利害関係者間とのリスク情報の共有 
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６．自然災害リスクが企業に与える影響と事業継続計画 
 
 企業はその事業を通じ、様々な利害関係者の集合体である社会に対し価値の提供を継続的
に行っていくことが重要な使命である。企業が社会にもたらす価値には、本業の商品、サー
ビスの提供を通じての経済的価値に加え、非経済的価値たとえば地域や環境への配慮といっ
た社会的価値や従業員の働き甲斐などの人間的価値をも含む。企業がその持続可能性を向上
させるには、こうした多様な価値の創造に努力することが重要であるが、自然災害リスクは
この使命の遂行を中断させる重大な出来事であり、企業および社会の双方に多大な損失を生
じさせる。 
 
（１）事業継続計画（Business Continuity Program） 
 企業が自然災害リスクにより事業の継続性に重大な影響を受ける場合を事前に想定し、で
きるだけ中断期間を短くする計画やそのための管理を検討する重要性がいわれ始めている。
これを事業継続計画（Business Continuity Program、以下 BCP）あるいは事業継続管理
(Business Continuity Management)という。 
リスク発生により事業や生産が中断したとき、できるだけ短期間に、重要な事業機能を再
開できるように、事前に準備・計画し、継続的にメンテナンスを行うプロセスを BCP という。
BCP は最悪の危機が発生した場合のシナリオ分析をベースにしている。事業活動上、最も重
要な機能の短時間での再開をいかに行うかにその特徴がある。勿論、危機によるマイナスリ
スクの最小化を通じ、企業価値の維持あるいは向上の効果を併せ持つものでもある（この点
後述）。 
 
BCP の策定プロセスの概要は以下の通りである。 
 
図表８ 事業継続計画プロセスの概要 
１．脅威と脆弱性の分析 ・脅威の種類と、それが何に生じるかの分析（例：大地震の場合→
建物、インフラの倒壊、火災、爆発、インフラ復旧の遅れ） 
・企業の脆弱性がどこにあるかの分析（事業継続計画の欠如、主要
業務のシステムへの依存、データバックアップルールの欠如） 
２．最悪のシナリオ分析 ・脅威×脆弱性による分析（例：長期の操業停止、財務上の莫大な
損失、組織の信頼性の喪失） 
３．ビジネスへの影響度分析 ・例：売上げや経費に影響を与える分野がどこかの分析、売上げや
経費への影響を時間の経過とともに分析 
４．最悪時の重要なビジネス
機能分野がどこかの分析
・非常に影響度が大きく中断できない中枢業務がどこかの分析 
・影響はあるが優先度が低い分野はどこかの分析 
５．復旧戦略の検討 ・４の分析で分かった重要業務の復旧に必要なインフラ資源の調達 
・復旧戦略の文書化（マニュアル作り） 
６．テスト、訓練。維持管理 ・マニュアルの見直し、計画の有効性の確認他 
（出典）経済産業省経済産業政策局編『先進企業から学ぶ事業リスクマネジメント』（経済産業省経済
産業政策局、2005 年）第５章参考に筆者が作成。 
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この BCP の効果は単に企業の損失額の最小化だけではなく、企業評価をプラスに転じさせ
る効果も持つ。①たとえば、米国ロスアンゼルスでの 1988 年のビル火災では、銀行の本社が
金曜日に燃えたにもかかわらず、月曜に営業再開、信用が逆に高まり、預金者が２割増えて
いる（日本経済新聞、2005 年２月３日）。②また BCP をもつ会社ともたない会社の企業の差
が株価に表れている。BCP をもつ米国の証券会社では米国の同時テロ後に、株価が一時落ち
込んでもすぐに上昇に転じている。このように危機管理への取り組みが市場で評価されつつ
ある。 
さらに BCP はこうしたビジネスレベルでの企業価値向上への貢献のみならず、次のように
企業の社会的責任の視点から、地域や社会への貢献に寄与する可能性もある。たとえば富士
写真フィルムは、主力の足柄工場（神奈川県）のグランドや体育館を地域の避難場所に提供
したり、構内に備蓄する食糧を近隣の人々などに提供するなど、地元企業としてなすべき行
動も決めている（日本経済新聞、2005 年５月 30 日）。 
このように BCP を通じ、企業は単に自社企業の価値保守のみではなく、「安全、安心な地域
づくり」という視点からの役割を担う可能性を持つことができる。勿論、最終的には企業経
営者の企業理念や企業使命はこうした活動の現実化を決めるものである。またここで検討し
た BCP は、営利企業のみならず非営利組織および大学などすべての組織に適応可能なコンセ
プトである点を最後に指摘しておきたい。 
 
 
